
コストの推移
（単位：千円）

46 72

トータルコスト
（a）＋（c）

10,858

当初予算

0

15,695

2.70

施策指標④
（成果指標）

施策指標⑤
（成果指標）

指
標
の
推
移

15,409 15,695

正
職
員

従事者数
（単位：人）

人件費（c）

１．第３次総合計画における施策の体系

（a）－（b）＝一般財源

歳入
（b）

財源の内訳

４．指標及びコストの推移

12,229 10,093

受益者負担額以外
の歳入（補助金等）

受益者負担額

市民の自立と個性を活かすまち

13,731
歳出

（直接事業費）（a）
10,904

施策指標②
（成果指標）

施策指標③
（成果指標）

２．施策の基本方針（第３次総合計画の基本方針をもとに記入する）

目指す都市像
（政策）

番号 4

主担当部 市民活動部

名称

施策 番号 4 名称

関係部

藤井　寛

男女共同参画社会実現に向けての課題を解消し、男女共同参画を推進していくため、「橿原市男女共同参画行動計画(第3次)
改訂版」を策定し、総合的かつ計画的に施策を実施している。

男女共同参画社会の形成

人権政策課 部長名

２９年度

この施策の目的
男女が、家庭･地域･職場･学校その他の社会のあらゆる分野に対等に参画し、ともに責任を分かち合うことで、個性と能力を発
揮できる男女共同参画社会を実現し、次世代へとつなげていくことを目的とする。

関係課

３．施策の現状分析（第３次総合計画の現状と課題をもとに記入する）

国の「男女共同参画社会基本法｣｢配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護等に関する法律」「女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する法律」」に規定された、本市の男女共同
参画行動計画に基づき、男女共同参画社会実現に向けた推
進を図っている。

平成28年度に実施した市民意識調査では、社会の各分野にお
ける男女平等感について、女性の方が男性に比べて『男性優
遇』と感じている回答割合が高く、不平等感が強いといった結
果が出ていることから、人権尊重を基盤にした男女平等観を養
えるよう、男女共同参画社会の実現に向けた学習機会等を提
供していく必要がある。

社会環境や国・県の動向など、
施策を取り巻く環境について

この施策の概況

この施策に対する市民ニーズなど、
具体的な事項について

施策指標①
（成果指標）

名称及び単位等

審議会等における女性の
登用率(%)

429800
男女共同参画広場講座参
加人数(人)

459

決算

これまでの成果

800

備考欄
 ３０年度

21.7 30 21.8 30

２８年度

実績 目標 実績 目標

2.70

27,92429,140 25,78826,313

2.70 2.70

0 0

決算 当初予算

10,09313,659 12,229

0 0

15,409

0

施策評価表　（平成２９年度実施事業対象）　　 （作成日：平成３０年７月３日）

主担当課



７．次年度以降の施策の方向性

説明

有効性の評価

この施策の
成果の達成度はどうか

男女共同参画に関する各種講演会やセミナーを実施し、より多くの方々に参加していただくことで、男女共同参画推進
に向けての意識の浸透につなげることができた。しかしながら、依然として固定的性別役割分担意識が根強く残ってい
ることから、市民一人ひとりが男女共同参画を当然の社会意識としてとらえ行動につなげていくことができるよう、継続し
て事業を実施していくことが、成果向上の可能性につながると考えられる。

３　あまりない

１　高い ４　低い

５．施策の評価

２　やや高い2

４　ない２　ある程度ある

市政全般に対する
貢献度はどうか

１　強化する

説明

３　やや低い

橿原市観光交流センター4階男女共同参画広場を男女共同参画推進拠点施設としての機能を充実させ、多岐にわたる
男女共同参画推進事業を実施していくためには、男女共同参画センター等で男女共同参画業務に携わった経験のある
専門的知識を持った人員配置とする必要がある。

総合評価　１次評価

１　強化する ２　維持する ３　縮小する次年度以降の方向性 2

少子高齢化や経済のグローバル化、ライフスタイルの多様化など、近年の社会経済情勢の大きな変化に対応していくた
めには、男女共同参画社会を実現していくことが、わが国では21世紀の最重要課題と位置づけられている。男女があら
ゆる分野に対等に参画し、個性と能力を発揮できる橿原市にしていくためには、男女共同参画施策を実施していくことの
貢献度は、やや高いと考えられる。

６．施策の課題

この施策の課題

男女共同参画広場を男女共同参画拠点施設としていくためには、男女共同参画センター等で男女共同参画業務に携わった経
験かつ知識がある指導員を配置し、男女が共に人権を尊重する意識づくりを目的とした講座等を継続して実施していく必要が
ある。またドメスティック・バイオレンス等の人権侵害に対応するためには、男女共同参画広場の相談体制を充実させ、市民に
とって身近な相談窓口となるよう周知していくことが重要である。

成果向上の
可能性はどうか

説明

2 １　高い ２　やや高い

１　十分ある

４　低い

2

３　やや低い

説明２次評価

８．構成事業の方向性　（それぞれの事務事業における今後の最適手段を検証する）

１次評価 説明

３　縮小する２　維持する

説明

総合評価　２次評価

○男女共同参画審議会、推進委員会等の開催は継続
○男女共同参画セミナー、講座は見直しながら継続
○男女共同参画週間講演会は、市民協働型事業として継続
○再就職応援セミナーは見直しながら継続
○託児事業は見直しながら継続
○相談事業は見直しながら継続
○橿原市観光交流センター4階男女共同参画広場事業は見直しながら継続

次年度以降の方向性



（ ）

（ ）

　

　

戦
略

大
綱

○

○

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記）

課名、事務事業名
及び事業種別

事業の方向性及び
Ｈ２９決算額

事業の内容NO.

2 現状のまま継続

5,011

（千円）

【講演会･講座･研修】男女共同参画推進に向けた講座等の企画及び運営･推進団体と共
催し、男女共同参画週間講演会として『ワークライフバランス～仕事も家庭も一生懸命～/
弁護士　菊地 幸夫さん講演会』を開催・市職員研修として『働き方改革リーダー研修 ～声
掛けだけでは変わらない。実現の具体的ステップを学ぶ～』をﾃｰﾏに開催･ﾃﾞｰﾄDV防止学
校出前講座を市内3校の高等学校で開催【広報･啓発】DV防止ﾘｰﾌﾚｯﾄ1300部発行【推進
体制】男女共同参画審議会,推進委員会を年3回,実務担当者部会を年2回開催【託児事
業】市等主催83行事へ221名の託児従事者を委託(託児者252名)【第3次行動計画策定】
昨年度に実態調査を実施したので、調査結果に基づいて計画作成。

男女共同参画啓発事
業

ソフト（任意）

ソフト（任意）

1

現状のまま継続

a
見直しな
がら続け

る

（千円）

2

人権政策課
【講座】「女性の就職支援講座」「心身の健康づくり支援講座」「男性のｴﾝﾊﾟﾜﾒ
ﾝﾄ支援講座」等、年50回開催【広報・啓発】「男女共同参画週間ﾊﾟﾈﾙ展」「女
性に対する暴力防止啓発ﾊﾟﾈﾙ展」を開催
【相談】「女性による女性のための面接相談」「女性相談員による電話相談」を
実施【推進団体等による自主活動の場】推進団体が主体的な運営・交流等の
場として、年55回使用

2

男女共同参画広場事
業 7,218

C

B

貢献
度

※下記評価の解説
・貢献度－事務事業評価の結果をもとに、この施策での貢献度（重要度）を絶対評価で示しています。
　　（a：不可欠かつ施策の中核をなす事業、b：不可欠な事業、c：不可欠ではないが実施が望ましい事業、d：あまり有効ではない事業）
・方向性－事務事業評価の結果をもとに、この施策からみた各事務事業の今後の方向性を絶対評価で示しています。
　　（拡大する、見直しながら続ける、縮小する、廃止又は休止する、完了する）
・優先度（ソフト事業（任意）のみ）－施策内での事務事業の優先度を相対評価で示しています。
　　（優先度が高い順に　　Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

優先度
(ソフト任意)

a
見直しな
がら続け

る

９．施策を構成するそれぞれの事務事業の評価

人権政策課

施策評価

方向性



（ ）

1

2

1 2 3 4

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

7,704

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

1.35 1.35 1.35 1.35

⼈件費　（c）

1

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 400

男⼥共同参画社会基本法に則り、男⼥共同参画社会の形成を促進していくことは、市の責務であるため、国の指
針を踏まえた施策及び橿原市の特性に応じた施策を実施していく必要がある。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明
国においても、近年の⼤きな社会経済情勢の変化に対応していくために男⼥共同参画社会の実現が21世紀の最重
要課題であると位置づけられているものの、依然として固定的な性別役割分担意識が根強く残っており、男⼥共同参
画社会実現に向けての課題が多く残されている。

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

7,704 7,848 7,848

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

対象 市⺠、市職員等

事業の
内容説明

【講演会･講座･研修】男⼥共同参画推進に向けた講座等の企画及び運営･推
進団体と共催し、男⼥共同参画週間講演会として『ワークライフバランス〜仕事も
家庭も⼀⽣懸命〜/弁護⼠　菊地 幸夫さん講演会』を開催・市職員研修として
『働き⽅改⾰リーダー研修 〜声掛けだけでは変わらない。実現の具体的ステップを
学ぶ〜』をﾃｰﾏに開催･ﾃﾞｰﾄDV防⽌学校出前講座を市内3校の⾼等学校で開催
【広報･啓発】DV防⽌ﾘｰﾌﾚｯﾄ1300部発⾏【推進体制】男⼥共同参画審議会,
推進委員会を年3回,実務担当者部会を年2回開催【託児事業】市等主催83⾏
事へ221名の託児従事者を委託(託児者252名)【第3次⾏動計画策定】昨年
度に実態調査を実施したので、調査結果に基づいて計画作成。

事業の
⽬的

男⼥共同参画社会を実現していくため、様々な機会を捉え
て男⼥共同参画を推進する教育・学習の充実を図っていく
ことを⽬的とする。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

400

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

トータルコスト　（a）＋（c） 10,899 13,248 12,859 10,205

⾒込み

成果指標 30

男⼥共同参画週間講演会参加⼈数(⼈)

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

3,195 5,544

当初予算

30審議会等における⼥性の登⽤率(%)

計画実績

21.8

5,011 2,357

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 3-2-3 若い世代の結婚・妊娠・出産・⼦育ての希望をかなえる

基本的⽅向 ④ 男⼥が協⼒して⼦育てできる環境をつくる

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名

実績

30

400229

3,195

決算

292

2,357

当初予算

5,544 5,011

21.7

D
O

実
施

備考

（作成⽇：平成30年　6　⽉　5　⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

市⺠の⾃⽴と個性を活かすまち

男⼥共同参画社会の形成

4

4

担当課名 ⼈権政策課

事業ソフト（任意）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

男⼥共同参画啓発事業

松村　恒雄課⻑名

総合計画の
位置付け

市⺠活動部



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

　⼈々の意識の中に、未だ根強く残っている固定的性別役割分担意識を解消するためには、講座内容や
 啓発⽅法等を吟味し、男⼥共同参画の必要性について、効果的な広報・啓発を進めていくことが重要で
 ある。市⺠⼀⼈ひとりが、男⼥共同参画に関する理解を深めていくことで、性別に関係なく、男⼥が職場、
 家庭、地域、その他社会のあらゆる分野に対等に参画し、 ともに責任を分かち合うことで、すべての⼈権
 が尊重され、その個性と能⼒を発揮できる⼼豊かなまちを実現していくことができる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 C

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 　男⼥共同参画社会の意義についての理解を深め、それぞれの⽴場からの参画への取組を重視した
 広報・啓発活動を推進していく。

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

「総合計画」「総合戦略」「男⼥共同参画⾏動計画」の施策を実施するために、この事業の占める割合は多いと考え
られる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 男⼥共同参画社会の実現を図るためには、広範かつ多岐にわたる取組みを総合的、効果的に進めていかなければな
らないため、⾏政の各分野が連携し、横断的に取り組んでいくことで、コスト軽減に努めていく。

説明

2

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 講演会参加者アンケート結果では、｢満⾜である」｢やや満⾜である」といった回答が83.1%あり、男⼥共同参画に関
する意識が少しずつではあるが、浸透してきていると考えられる。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要



（ ）

1

2

1 2 3 4

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
7,848

トータルコスト　（a）＋（c） 15,413 15,891 15,066 15,584

1.35 1.35 1.35 1.35

⼈件費　（c）

年度

対象 市⺠、男⼥共同参画推進団体等

事業の
内容説明

【講座】「⼥性の就職⽀援講座」「⼼⾝の健康づくり⽀援講座」
「男性のｴﾝﾊﾟﾜﾒﾝﾄ⽀援講座」等、年50回開催【広報・啓発】
「男⼥共同参画週間ﾊﾟﾈﾙ展」「⼥性に対する暴⼒防⽌啓発ﾊﾟ
ﾈﾙ展」を開催
【相談】「⼥性による⼥性のための⾯接相談」「⼥性相談員によ
る電話相談」を実施【推進団体等による⾃主活動の場】推進団
体が主体的な運営・交流等の場として、年55回使⽤

事業の
⽬的

男⼥がともに、あらゆる分野で、それぞれの個性と能⼒を発
揮することができ、誰もがいきいきと暮らしていける社会を実
現するため、学習、交流、相談、情報提供の場としての機
能を充実させ、男⼥共同参画推進の拠点施設とすることを
⽬的とする。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 　男⼥共同参画社会実現のため、橿原市観光交流センター条例第25条の規定に基づき、学習、交流、相談、
  情報収集及び提供の場としての機能を充実させ、男⼥共同参画推進の拠点施設としていく。

やめた
場合の
影響は

2 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

7,704 7,704 7,848

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名

事業の開始年度 平成 23 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

単位当た
りコスト

計算式等

1

実績

350

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明
相談業務については、被害者が相談しやすい体制づくりを通じて、被害の潜在化を防⽌するとともに、

　被害者の⼼⾝回復等、効果的な被害者⽀援を進めていかなければならないため、相談窓⼝の充実を
　図っていくことは必要不可⽋である。

④ 男⼥が協⼒して⼦育てできる環境をつくる

重点項⽬ 　 　

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 3-2-3 若い世代の結婚・妊娠・出産・⼦育ての希望をかなえる

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

 活動指標① 350

 活動指標②

当初予算

800

実績

198

男⼥共同参画広場講座参加⼈数(⼈)

350

⾒込み

244

429

⾒込み

成果指標 800

男⼥共同参画広場相談件数(件)

決算

指標の
推移

459 800

（作成⽇：平成30年　6　⽉　5　⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

市⺠の⾃⽴と個性を活かすまち

男⼥共同参画社会の形成

4

4

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

松村　恒雄課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

市⺠活動部

事業ソフト（任意）

男⼥共同参画広場事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

⼈権政策課

D
O

実
施

備考

7,663 8,115 7,218 7,736

7,218 7,7368,187

7246

7,709

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

  男⼥共同参画広場を男⼥共同参画推進の拠点施設とするため、講座内容等を充実させることで、
　男⼥共同参画についての理解を深めていただく。
  また、相談窓⼝については、さらなる周知を⾏い、必要に応じて相談窓⼝の連携を図っていく。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 B

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明
 男⼥共同参画に関する意識啓発をさらに進めるとともに、課題解決型実践的活動の場として、

  男⼥共同参画広場の機能を充実させていく。
  また、被害に遭った際の様々な⽀援についての各種相談窓⼝など、さらなる周知を図っていく。

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い 低い
 相談業務においては、解決に向けての相談体制を強化し、相談しやすい体制づくりを整える
  ことで、被害者が必要としている⽀援を受けることができ、男⼥がともに健やかに安⼼して暮ら
  せる基盤づくりに繋がっていく。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明   男⼥共同参画推進に伴う同じ事業⽬的を持った、他課や関係機関等と連携することにより、
　出来る限りコスト軽減に努めたい。

説明

2

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明
広場における事業としては年44回開催し、429名の参加があった。うち⼥性の就職⽀援講座として、

　年4回開催したところ、53名の参加があり、⼥性労働⼒率M字カーブ解消に向けた事業となった。
  また相談業務については、相談対応できる指導員を常駐することで、充実した相談窓⼝となっている。

2


